
京都市上下水道局技術開発に係る共同研究実施要綱 

制定 平成２８年 ９月 １日 
改正 平成３０年 ４月 １日 
改正  令和６年 ４月 １日 

 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、京都市上下水道局（以下「局」という。）が、民間企業、

公益法人、大学その他の教育機関、国、地方公共団体等（以下「民間企業等」

という。）と共同で実施する技術開発に係る調査、研究、試験等（以下「共同

研究」という。）に関し必要な事項を定めるものとする。 

 

（分類） 

第２条 共同研究は、次に定めるところにより分類する。 

⑴ 公募型共同研究 

局が研究課題を決定し、共同研究を行う民間企業等を募集して行うもの 

⑵ 提案型共同研究 

民間企業等が研究課題を局に提案して行うもの 

 

（共同研究の実施要件） 

第３条 共同研究は、次に掲げる要件を満たすものでなければならない。 

⑴ 共同研究の課題が京都市の行政目的に合致したものであること 

⑵ 共同研究として実施することが合理的かつ効果的であること 

⑶ 共同研究者が、必要な技術的能力及び経済的基盤を有していること 

⑷ 共同研究の実施により、局の業務に支障を及ぼすおそれがないこと 

 

（審査委員会の設置等） 

第４条 局に京都市上下水道局技術開発に係る共同研究審査委員会（以下「審査

委員会」という。）を設置する。 

２ 審査委員会は、次に掲げる事項について審査するものとする。 

 ⑴ 共同研究の目的、内容、実施方法等に関すること 

 ⑵ 公募型共同研究に係る課題の決定に関すること 

 ⑶ 共同研究に係る申請の採用の可否に関すること 

 ⑷ 共同研究の成果の評価に関すること 

 ⑸ その他共同研究の実施に必要な事項 

３ 審査委員会は、次に掲げる者をもって構成する。 

⑴ 技術長（局に技術長が置かれているときに限る。） 

⑵ 総務部長 



⑶ 経営戦略室長 

⑷ 技術監理室長 

⑸ 水道部長 

⑹ 水道部担当部長 

⑺ 下水道部長 

⑻ 下水道部担当部長 

⑼ その他技術長が必要と認める者 

４ 審査委員会に委員長及び副委員長を置く。 

５ 委員長は次に掲げるとおりとし、副委員長は委員長が指名する者とする。 

⑴ 局に技術長が置かれているとき 技術長  

⑵ 局に技術長が置かれていないとき 技術監理室長 

６ 委員長は、会務を総理する。 

７ 副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故があるとき又は委員長が欠けた

ときは、その職務を代理する。 

８ 審査委員会の庶務を行う事務局（以下「審査委員会事務局」という。）を、

技術監理室監理課に置く。 

９ 審査委員会は、委員の半数以上の出席によって成立する。 

１０ 審査委員会の議事は、出席した委員の過半数で決し、可否同数のときは、

委員長の決するところによる。 

１１ 前２項の規定にかかわらず、委員長は、審査委員会を招集できない場合は、

各委員に議事を回付し可否を伺うことをもって審査委員会の開催に代えるこ

とができる。 

１２ 前各項に定めるもののほか、審査委員会で審査する事項及び審査委員会の

運営等に関する事項は管理者が別に定める。 

 

（公募型共同研究課題の提案） 

第５条 公募型共同研究に係る課題の提案は、当該公募型共同研究を担当する課、

場、所又はセンター（以下「担当課」という。）が、公募型共同研究提案書（第

１号様式）を審査委員会事務局に提出することによって行うものとする。 

 

（公募型共同研究提案書の受理、審査委員会の開催等） 

第６条 審査委員会事務局は、前条の規定により提出された公募型共同研究提案

書を受理したときは、これを委員長に送付するものとする。 

２ 委員長は、公募型共同研究提案書の送付を受けたときは、審査委員会を開催

し、当該公募型共同研究提案書の内容を審査のうえ、提案された研究課題につ

いて採用の可否を決定するものとする。 



３ 局は、前項の規定により採用された研究課題について、局ホームページへの

掲載その他委員長が必要と認める方法により、共同研究を行う民間企業等の公

募を行うものとする。 

 

（公募型共同研究の申請） 

第７条 前条第２項の規定により採用された研究課題について共同研究を実施

しようとする者（以下「公募型共同研究申請者」という。）は、公募型共同研

究申請書（第２号様式)を審査委員会事務局に提出するものとする。 

 

（公募型共同研究の審査及び採用の可否の通知） 

第８条 審査委員会事務局は、前条の規定により提出された公募型共同研究申請

書を受理したときは、これを委員長に送付するものとする。 

２ 委員長は、公募型共同研究申請書の送付を受けたときは、審査委員会を開催

し、当該公募型共同研究申請書の内容を審査のうえ採用の可否を決定し、その

結果を公募型共同研究申請者に通知するものとする。 

 

（提案型共同研究の申請） 

第９条 提案型共同研究を実施しようとする者（以下「提案型共同研究申請者」

という。）は、提案型共同研究申請書（第３号様式)を審査委員会事務局に提出

するものとする。 

 

（提案型共同研究の審査及び採用の可否の通知） 

第１０条 審査委員会事務局は、前条の規定により提出された提案型共同研究申

請書を受理したときは、これを委員長に送付するものとする。 

２ 委員長は、提案型共同研究申請書の送付を受けたときは、審査委員会を開催

し、当該提案型共同研究申請書の内容を審査のうえ採用の可否を決定し、その

結果を提案型共同研究申請者に通知するものとする。 

 

（協定の締結） 

第１１条 局は、第８条第２項の規定により採用可の通知を受けた者及び前条第

２項の規定により採用可の通知を受けた者（以下、「共同研究者」という）と、

次に掲げる事項について協議のうえ協定を締結するものとする。 

⑴ 共同研究の名称、目的及び内容 

⑵ 共同研究の実施期間及び実施場所 

⑶ 共同研究の業務分担 

⑷ 共同研究に係る費用の負担区分 



⑸ 損害賠償 

⑹ 共同研究の中断及び中止 

⑺ 共同研究の成果の報告 

⑻ 共同研究の成果の公表 

⑼ 共同研究の成果の帰属 

⑽ その他必要な事項 

 

（協定の変更） 

第１２条 局及び共同研究者は、前条の規定により締結した協定について変更す

る必要が生じたときは、相手方と協議のうえ、当該協定を変更することができ

る。 

 

（共同研究の実施） 

第１３条 局及び共同研究者は、第１１条に規定する協定に基づき、共同研究を

実施するものとする。 

 

（共同研究の完了） 

第１４条 担当課及び共同研究者は、共同研究が完了したときは、速やかに共同

研究成果報告書を作成するものとする。 

２ 担当課は、前項の規定により作成された共同研究成果報告書を審査委員会事

務局に提出するものとする。 

３ 審査委員会事務局は、前項の規定により共同研究成果報告書が提出されたと

きは、当該報告書を委員長に送付するものとする。 

４ 委員長は、共同研究成果報告書の送付を受けたときは、審査委員会を開催し、

共同研究成果報告書の内容を基に、共同研究の成果を評価し、以後の成果の活

用について検討するものとする。 

 

（適用除外） 

第１５条 管理者は、共同研究者が公益法人、大学その他の教育機関、国又は地

方公共団体であって、特別な事情があるときは、この要綱の全部又は一部を適

用しないことができる。 

 

（その他） 

第１６条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は管理者が別に定める。 

 

附 則 



この要綱は、平成２８年９月１日から施行する。 

  附 則 

この改正要綱は、平成３０年４月１日から施行する。 

附 則 

この改正要綱は、令和 ６年４月１日から施行する。 


